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特  許

中露特許審査ハイウェイ（PPH）パイロットプロジェクト延長

中国知財局が 2022 年中国知的財産権保護状況白書を公表

先日、国家知識産権局が公表した白書『2022 年中国知的財産権保護状況』によると、2022 年、各種知

的財産権の審査許可・登録件数は全体的に増加を維持し、審査の質と効率が着実に向上した。そのうち、

特許出願、商標登録秩序のガバナンスの効果が顕著であり、ビジネス環境の最適化に力強いサポートを提

供している。

（一）特許

中国国家知識産権局とロシア連邦特許庁の共同決定を経て、2023 年 7 月 1 日より中露 PPH 試行プロジェ

クトを無期限に延長し、本試行プロジェクトへの参加要求とプロセスは引き続き中露 PPH ガイドラインを

踏襲する。

PPH は異なる国又は地域間の特許迅速審査のルートであり、特許審査機関同士のワークシェアリングを

通じて特許の審査プロセスを加速する。2011 年 11 月に最初の PPH 試行が開始されてから現在まで、国家

知識産権局は既に 31 の国又は地域の特許審査機関と相次いで PPH 協定を結んでいる。

国家知識産権局政務ウィーチャット より
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（二）商標

（三）著作権

（四）地理的表示

2022 年、中国は新たに 5 つの地理的表示製品の保護を許可し、集団商標、証明商標としての地理的表示

の登録を 514 件認め、地理的表示専用マークの使用を 6,373 の市場主体に認めた。2022 年末までに、中国

は累計 2,495 の地理的表示製品の保護を認可し、累計 7,076 件の地理的表示の団体商標、証明商標として

の登録を認め、累計 2.3484 万の市場主体に地理的表示専用マークの使用を認めた。

国家知識産権局　より
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国家知識産権局　より

中国知財局が 2022 年世界 5大特許庁の主な統計指標を公表

国務院新聞弁公室が知的財産権業務に関する記者会見を開催、2023 年上半期の主要デー
タを公表

7 月 18 日、国務院新聞弁公室は記者会見を行い、関係する責任者に 2023 年上半期の知的財産権業務に

関する状況を説明してもらい、記者の質問に答えた。記者会見で国家知識産権局の胡文輝副局長は、以下

の主要データを紹介した。

１．特許
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また、2023 年上半期に受理された PCT 国際特許出願は 3.5 万件、特許審判の終結案件数は 3.3 万件、無

効審判の終結案件数は 4,433 件、中国の出願人がハーグシステムを通じて提出した意匠の国際出願は合計

957 件であった。

2. 商標

国家知識産権局　より

また、2023 年上半期には、合計 201.8 万件の商標が登録されている。審査が完了した商標異議申立事件

は 8.7 万件、審理が完了した各種商標審判事件は 18.2 万件、中国国内の出願人から届いたマドリード商

標国際登録出願は 3,024 件であった。

3. 地理的表示

上半期、保護が認められた地理的表示商品は合計 3 件であり、団体商標、証明商標としての登録が認め

られた地理的表示は 97 件、地理的表示専用マークの使用が認められた経営主体は 3,509 社であった。

今年 6 月末までに、地理的表示が認められた商品は累計 2,498 件、団体商標、証明商標としての登録が

認められた地理的表示は累計 7,173 件となり、地理的表示専用マークの使用が認められた経営主体は累計

2.5 万社を超えた。

4. 集積回路の図面設計

上半期、中国の集積回路図面設計の証明書発行件数は合計 4,861 件であった。

本年 6月末までの中国の集積回路図面設計の証明書発行件数は累計 6.6 万件となった。

5. 知的財産権保護

上半期、全国各級の知的財産権管理部門が処理した特許権侵害紛争行政案件は合計 2.1 万、知的財産権

紛争を指導する調停組織が受理した紛争調停は 5.0 万件であった。第 1 陣となる 10 の国家知的財産権保

護モデル区の建設作業を開始した。

6. 知的財産権運用


